
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 G2023 H3ᴘ ṭ  

 

ѳ Ậ 

Ôѻ 

ѳ ע ẬᴡƕźƩƵ 

 





 

 

 

Ŧ  ǞƽǄǾ ╓  .............  1 

Ŧ ȼȡɐɜ ǡ  ....................................................................................................... 1 

ŧ ǡ Ǧ  ....................................................................... 2 

１）連携中枢都市圏の名称 ................................ ...................  2 

２）連携中枢都市圏の構成市町 ................................ ...............  2 

３）岐阜連携都市圏と構成市町の概要 ................................ .........  3 

Ũ  .............................................................................................................................. 5 

 

ŧ  ǡ  .......................  6 

Ŧ ǡ  ................................................................................................... 6 

１）就業・通学の状況 ................................ .......................  6 

２）人口動態 ................................ ..............................  8 

ŧ ǡ  ....................................................................................................................... 17 

１）産業（商工業、労働・雇用） ................................ ............  17 

２）農業 ................................ ................................ .  21 

３）観光業 ................................ ...............................  22 

４）地域経済循環分析 ................................ ......................  23 

Ũ ǡ  ..................................................................................................... 25 

１）医療、福祉 ................................ ...........................  25 

２）教育 ................................ ................................ .  28 

３）文化、観光地................................ ..........................  29 

４）交通 ................................ ................................ .  32 

５）行政機能 ................................ .............................  35 

ũ ǡ  ..................................................................................................... 36 

１）国内外の社会情勢 ................................ ......................  36 

２）新しい概念の浸透 ................................ ......................  37 

Ū ╓ǡ Ǜ  .......................................................................................................... 44 

１）圏域の主な特徴................................ ........................  44 

２）圏域の主な課題................................ ........................  44 



 

 

Ũ  ǡ  ....................  46 

Ŧ È Ŧ É ȼȡɐɜǡ  ........................................................ 46 

１）連携事業（連携協約に基づき推進する具体的取組）の推進 ..................  46 

２）基本目標及び重要業績評価指標（KPI）の達成状況 .........................  47 

ŧ ǡ ǌǬǀ  ..................................................................... 49 

１）圏域の目指すべき方向性 ................................ ................  49 

２）圏域の将来像................................ ..........................  50 

Ũ ╓ ǡ  ..................................................................................................... 51 

 

ũ  Ǟ ǘǀ ǌǾ  ........  52 

Ŧ  ............................................................................................................................ 52 

ŧ  ............................................................................................................................ 54 

Ũ Ǧ לּ È KPIÉ .................................................... 55 

ũ È É ............................................................................................ 57 

１）ア 圏域全体の経済成長のけん引 ................................ ........  57 

２）イ 高次の都市機能の集積・強化 ................................ ........  64 

３）ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 ..............................  67 

 

 ................................ ..........  91 

Ŧ ╓ ǡ  ............................................................................................ 91 

ŧ ╓ ǡ ǡ  ........................................................................................ 95 

 

 



Ŧ ȼȡɐɜ ǡ  

1 

Ŧ  ǞƽǄǾ ╓  

Ŧ ȼȡɐɜ ǡ  

国においては、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し、活力ある社会経済を

維持するための拠点を形成するため、連携中枢都市圏構想を推進しており、また、第 2 期「まち・

ひと・しごと創生総合戦略[ 令和元年（2019年）12 月] 」においても、連携中枢都市圏について地

方財政措置等を通じて積極的に支援することとしている。 

岐阜市、羽島市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町及び北方町の 5 市 3 町は、連携中枢

都市圏構想推進要綱（平成 26年総行市第 200号）に基づき「岐阜連携都市圏」を形成し、各々の

市町の個性を尊重しつつ、これまでの連携を礎とした信頼・協力関係の更なる深化を図ることによ

り、各市町と共に人口減少の歯止めとなる拠点として、将来世代に安定した活力ある社会を残せる

圏域を目指している。 

そこで、圏域の住民が安心して快適に暮らすことができるよう「圏域全体の経済成長のけん引」、

「高次の都市機能の集積・強化」、「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」に向け、様々な施策・

連携事業に積極的に取り組んでいくため、本ビジョンを策定する。 

 

Ø ǡ └Ù 

○平成 29年（2017年）6 月 圏域の中心都市である岐阜市が「連携中枢都市宣言」を実施※1 

○平成 29年（2017年）11月 岐阜市と山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町及び北方町と

の間で「連携中枢都市圏形成に係る連携協約」を締結 

○平成 30年（2018年）3 月 目指すべき将来像や連携協約に基づき推進する具体的な取組など

をまとめた「岐阜連携都市圏ビジョン」を策定 

➡ 4 市 3 町による「岐阜連携都市圏」を形成 

○令和 3 年（2021年）10月 岐阜市と羽島市との間で「連携中枢都市圏形成に係る連携協約」

を締結し、ビジョンを改定 ➡ 羽島市が加入 

 

◆連携中枢都市圏構想の目的（連携中枢都市圏構想推進要綱より） 

 

 
※1 岐阜市は、連携中枢都市圏構想推進要綱でいう三大都市圏の区域内にあるが、名古屋市への通勤

通学割合が 10％未満であるため、連携中枢都市としての要件を満たす。 

我が国の総人口は、過去に類を見ない勢いで急激に減少し、平成 24 年 1 月に国立社会保障・人口問
題研究所が公表した「日本の将来推計人口」（出生中位・死亡中位推計）によれば、令和 8 年には１億
2000 万を下回り、令和 30 年には１億を下回ると推計されている。また、高齢化率も現在の約 20％か
ら、令和 6 年には 30％を超え、令和 30 年には約 40％へと大幅に上昇すると見込まれている。 

今後、日本全体で人口減少が加速するとともに社会移動により都市に人口が集中し、都市において急
速に高齢化が進行するならば、都市では人々を支えるコミュニティ機能の低下や大規模災害時における
生活機能や経済機能の維持が困難になることなどの都市問題が深刻化することが懸念される。一方、地
方では人々が快適で安心して暮らしていくための基盤が失われるとともに地方公共団体が行政サービ
スを持続的に提供できなくなってしまうことが懸念される。 

このような人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能なものとし、国民が
安心して快適な暮らしを営んでいけるようにするためには、地域において、相当の規模と中核性を備え
る圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化により「経済成長のけん
引」、「高次都市機能の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、人口減少・
少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成するこ
とが連携中枢都市圏構想の目的である。 
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ŧ ǡ Ǧ  

ŦÉ ǡ  

本連携中枢都市圏の名称は、「岐阜連携都市圏」とする。 

 

 

ŧÉ ǡ  

岐阜市（連携中枢都市） 

羽島市 

山県市 

瑞穂市 

本巣市 

岐南町 

笠松町 

北方町 
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本圏域を構成する岐阜市及び各連携市町は、日本の真ん中に位置し、古くから各々の歴史を継

承し、独自の文化を築きながらも、長良川、木曽川、揖斐川の美しい三大河川に囲まれた実り豊

かな平野部と緑豊かな山々などの自然環境に恵まれた地域である。 

圏域面積は、約 905km2 で岐阜県全体の約 9％を占めており、一方で圏域内人口は、令和 2 年

（2020年）国勢調査によると約 65万人で岐阜県全体の約 33％を占めている。 

圏域の南部には、JR東海や名古屋鉄道の鉄道駅を有し、JR岐阜駅から名古屋駅までは時間的

距離として約 20分のところに位置している。 

 

 

 

 

 

  

░  
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東海環状自動車道 

（R6開通見込み） 

名神高速道路 

また、岐阜連携都市圏の玄関口である岐阜駅やその周辺から柳ケ瀬、つかさのまち、岐阜公園に

至る岐阜市のセンターゾーンは、岐阜連携都市圏の中枢的な役割を担う地域である。 

一方で、関東方面や関西方面を繋ぐ高速交通網として、圏域南西部に東海道新幹線岐阜羽島駅、

名神高速道路岐阜羽島 IC（インターチェンジ）を有しており、また、愛知、岐阜、三重の 3 県を環

状に連結する東海環状自動車道の西回り区間のうち、本圏域を通過する区間が、令和 6 年度（2024

年度）に開通する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

岐阜羽島駅 
岐阜羽島 IC 

岐阜駅 

ǡȤɜȨºȧºɜ 

出典：岐阜市センターゾーンの未来風景 
     -  The future landscape  -   
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û È É 

圏域の中央部に位置し、面積 203.60km2、令和 2 年（2020

年）国勢調査での人口 402, 557人である。平成 18年（2006

年）1 月に羽島郡柳津町を編入し、現在の岐阜市となった。 

清流長良川や金華山をはじめとする豊かな自然、岐阜

城や城下町、神社仏閣、ぎふ長良川の鵜飼に代表される歴

史文化の資源が数多く残っている。また、岐阜県唯一の中

核市として、JR岐阜駅などの交通拠点、柳ケ瀬商店街や

ぎふメディアコスモスなどの経済の活性化や市民生活の充実につながる都市機能も有している。 

 

û░  

圏域の南西部に位置し、面積 53.66km2、令和 2 年（2020

年）国勢調査での人口 65, 649 人である。市の東西に流

れる木曽川、長良川に挟まれた平坦なデルタ地帯にあり、

水と緑の豊かな自然環境に恵まれている。また、東海道

新幹線岐阜羽島駅と名神高速道路岐阜羽島 IC を擁する

高速交通の拠点都市でもあり、優れた立地条件を活かし

たまちづくりが進められている。 

 

û  

圏域の北部に位置し、面積 221.98km2、令和 2 年（2020

年）国勢調査での人口 25, 280人である。平成 15年（2003

年）4 月に山県郡高富町、伊自良村、美山町が合併し、現

在の山県市となった。山地丘陵部と長良川支流の武儀川、

鳥羽川、伊自良川沿いの平坦地で構成される。南部は東

海環状自動車道山県 IC などの交通拠点があり、北部には

豊かな山の緑と清流を生かしたキャンプ場・湖などの観

光スポットや農産物直売所がある農山村地域である。また、水栓バルブの一大産地でもある。 

 

û  

圏域の南西部に位置し、面積 28.19km2、令和 2 年

（2020年）国勢調査での人口 56, 388人である。平成

15 年（2003 年）5 月に本巣郡穂積町、巣南町が合併

し、現在の瑞穂市となった。 

岐阜市と大垣市に挟まれた平坦地で、東西に一般国

道 21号線や東海道本線が、南北に本巣縦貫道が走り、

交通の要衝となっている。このため、JR穂積駅を中心に「人」と「モノ」の交流が著しく、人口

も増加している。  
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û  

圏域の北西部に位置し、面積 374.65km2、令和 2年（2020

年）国勢調査での人口 32,928 人である。平成 16年（2004

年）2 月に本巣郡本巣町、真正町、糸貫町、根尾村が合

併して現在の本巣市となった。 

市域の 80％以上を占める森林や根尾川の水の流れ、田

園風景、淡墨桜、温泉資源など美しく豊かな自然に恵ま

れ、かつ岐阜市に隣接し、都市との交流地域、近郊農業

地帯、近郊住宅地としての自然的・地理的優位性を有している。 

 

û  

圏域の南部に位置し、面積 7.91km2、令和 2 年（2020

年）国勢調査での人口 25,881 人である。岐阜市に隣接

する平坦地で、一般国道 21・22 号がほぼ中央を縦横に

走り、東部には東海北陸自動車道岐阜各務原 IC がある

県内屈指の交通の要衝である。自動車ディーラーや外食

産業といった商業や物流産業など多数の企業が集積し

ている。 

 

û  

圏域の南部に位置し、面積 10.30km2、令和 2 年（2020

年）国勢調査での人口 22,208 人である。木曽川右岸沿

いに帯状に広がった平坦地である。古くから木曽川の水

運による要所として発展してきた町で、現在では名鉄名

古屋本線笠松駅により名古屋市や岐阜市へのアクセス

が向上し、比較的諸機能もコンパクトに集積している。 

 

û  

岐阜市の西部に隣接する平坦地で、面積 5.18km2、令

和 2 年（2020年）国勢調査での人口 18,139 人である。

行政機関や商業の集積などにより圏域西部地域の拠点

地として発展をとげてきた。 

伝統に育まれた歴史と文化の町として多くの文化財

などがある一方で、土地区画整理と土地改良により道

路・公園・上下水道・公共交通といった社会インフラ整備が進んだことで、スーパーやドラッグ

ストア、医療機関や飲食店がコンパクトに整った市街を形成している。 

 

Ũ  

令和 5 年度（2023年度）から令和 9 年度（2027 年度）までの 5 年間とする。  
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令和 2 年（2020年）国勢調査によると、圏域

内に常住する就業・通学者の 70％程度が圏域

内で就業・通学している。構成市町ごとにみる

と、岐阜市は自市内での就業・通学が多く、通

勤通学割合※2は 60％を超えている。一方で、各

連携市町の自市町内での通勤通学割合は 30％

～50％程度に留まっている。 

各連携市町から岐阜市（連携中枢都市）への

通勤通学割合は、概ね 20％以上あり山県市、岐

南町及び北方町では 30％程度ある。また、構成

市町の圏域内（岐阜市を除く。）への通勤通学

割合は圏域全体として 10％程度あり、北方町

では 20％を超えている。これらのことから、圏

域内の住民の一定数が岐阜市へ就業・通学して

おり、また、圏域内での就業・通学も活発であ

ることから、岐阜連携都市圏構成市町の経済的

な結びつきの強さがうかがえる。 

 

 1 ╓ ǡ ¤ ǡ  

 

出典：令和 2 年国勢調査（総務省） 

※就業地、通学地不明の者がいるため、就業・通学者数及び通勤通学割合の計は一致しない。  

 
̞2 当該都市に対して従業又は通学する就業者数及び通学者数を、常住する就業者数及び通学者数で

割って得た数値 

213,571 136,933 64.1% - - 18,961 8.9% 49,701 23.3% 1.02

34,992 14,712 42.0% 6,252 17.9% 2,299 6.6% 10,682 30.5% 0.87

14,058 6,548 46.6% 4,038 28.7% 683 4.9% 2,675 19.0% 0.88

30,653 10,122 33.0% 6,617 21.6% 3,220 10.5% 10,131 33.1% 0.82

17,893 7,259 40.6% 4,100 22.9% 2,111 11.8% 4,105 22.9% 1.00

13,600 4,314 31.7% 3,763 27.7% 1,071 7.9% 4,285 31.5% 0.96

11,390 3,279 28.8% 2,911 25.6% 1,507 13.2% 3,601 31.6% 0.91

9,491 2,484 26.2% 2,904 30.6% 1,914 20.2% 2,105 22.2% 0.81

345,648 185,651 53.7% 30,585 23.2% 31,766 9.2% 87,285 25.3% 0.97

出典：令和 2 年国勢調査（総務省） 

 1 ╓ǡ ¤ ǡ  

 

 
6,548 人 
( 46.6％)   

7,259 人 
( 40.6％)  

 
2,484 人 
( 26.2％)  

 
10,122 人 
( 33.0％)  

 
4,314 人 
( 31.7％)  

 
3,279 人 
( 28.8％)  

 
136,933人 
( 64.1％)  

░  
14, 712人 
( 42.0％)  

╓  

➡ 4,038 人( 28.7％)  
2,704 人(  1. 3％)  

 

➡ 

➡ 4,100 人( 22.9％)  
 3,432 人(  1. 6％)  

  

➡ 

➡ 3, 763人( 27.7％)  
 3, 589人(  1. 7％)  

  

➡ 

➡ 2, 911人(25.6％)  
 2, 177人(  1. 0％)  

  

➡ 

➡ 6,252 人( 17.9％)  
 2,893 人(  1. 4％)  

 

➡ 

➡ 6,617 人( 21.6％)  
 2,938 人(  1. 4％)  

  
➡ 

➡ 2,904 人( 30.6％)  
 1,228 人(  0.6％)  

 \  

➡ 

➡ 87,285 人( 25.3％)  
 65,487 人 

  

➡ 

 
 

345,648  

 
 

248,002  
71.7  

 

 

 

 
 
※➡ は連携市町から岐阜市への 

就業・通学者数及び通勤通学割合 

（母数は連携市町の就業・通学者数） 

※  は岐阜市から各連携市町への 

就業・通学者数及び通勤通学割合 

（母数は岐阜市の就業・通学者数） 

➡ 

※自市町内での就業・

通学者数及び通勤通

学割合（母数は自市町の

就業・通学者数） 

 

ùù  
○○○人 
( ○○％)  
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圏域構成市町の平日の滞在人口率※3（令和 3 年（2021 年）6 月における月間平均値）は、岐阜市

及び本巣市では、日中（10 時、14時）に 1.0 以上となっている。一方、羽島市、山県市、瑞穂市、

岐南町、笠松町及び北方町では、日中に 1.0 以下である。 

   

   

※時間ごとに表示色（倍率）が異なるため、時系列の変化と色の変化は必ずしも一致しない。  

 

出典：RESAS（内閣府）    

 2 ╓ ǡ   

 
※3 滞在人口（株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間

統計Ú」）÷国勢調査人口（総務省「国勢調査」夜間人口）で表され、ある地域の滞在人口が国勢調

査人口と比べてどれだけ多いかを示す。滞在人口とは、指定地域の指定時間（4 時、10時、14時、

20 時）に滞在していた人数の月間平均値（平日・休日別）を表す。平日の月間平均をみれば、概

ね、就業者・通学者や買い物客などを域外からどれだけ集めているかを把握できる。休日の月間平

均をみれば、概ね、観光客をどれだけ集めているかを把握できる。 
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ӡ ╓ǡ ┌Ǜ  

本圏域の人口は、令和 2 年（2020年）国勢調査によると 649,030 人である。圏域人口は、平

成 22 年（2010年）までは増加していたが、平成 27 年（2015年）に減少に転じた。国立社会保

障・人口問題研究所※4が平成 30 年（2018年）3 月に発表した「日本の地域別将来推計人口」に

よると、本圏域の人口は、今後も減少し続け、令和 22年（2040年）には、55万 8 千人程度にな

ると予測されている。 

圏域の年少人口（0～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）の圏域人口に占める割合は、低下

を続けている。一方、老年人口（65歳以上）の割合は、年々上昇しており、令和 22年（2040年）

には、圏域人口の 35％に達することが予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 3 ╓ ǡ ┌ 

 
※令和 2 年までは国勢調査による実績値、以降は国立社会保障・人口問題研究所

の将来推計人口を使用 
※国勢調査の年齢別人口には年齢不詳を含むため、年齢区分の構成比率で案分 

  

 
※4 平成 8 年（1996年）に、厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所との統合によって誕

生した厚生労働省に所属する国立の研究機関。人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会

保障政策や制度についての研究を行っている。 
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本圏域の面積は、岐阜県の面積の 9％程度であるものの、人口は約 33％を占める。圏域人口は

減少傾向にあり、今後も減少は続くと予測されているが、本圏域の人口減少率は、県全体の減少

率より小さく、県における圏域の人口割合は上昇を続ける予測となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 4 ╓ǡ Ǜ ǡ ┌¤  

 

Ӣ ǡ ┌ 

圏域の世帯数は、令和 2 年（2020年）国勢調査によると約 26万 8 千世帯であり、特に、単身世

帯の増加が顕著である。また、高齢者のみの世帯（高齢者夫婦世帯、高齢者単身世帯）も増加傾向

にあり、令和 2 年（2020年）の世帯数は約 6 万 3 千世帯であり、圏域の世帯数の約 24％を占めて

いる。 

 
出典：国勢調査（総務省） 

 5 ╓ǡ Ǧ ǡ ┌  
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本圏域の年少人口（0～14 歳）は減少を続けており、生産年齢人口（15～64 歳）は平成 7 年

（1995年）をピークに減少傾向にある。一方、老年人口（65歳以上）は令和 2 年（2020年）ま

では増加を続けていたが、それ以降は横ばいの傾向である。 

本圏域の人口ピラミッド（男女年齢別人口構成）は、年少人口の減少及び老年人口の増加によ

り、底の部分が細いつぼ型に変化していく見込みである。 

 

 

出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 6 ╓ǡ ǡ ┌ 

※国勢調査の年齢別人口には年齢不詳を含むため、年齢区分の構成比率で案分 

 

    Ø 12 È2000 ÉÙ     Ø 2 È2020 ÉÙ     Ø 22 È2040 ÉÙ 

 

出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 7 ╓ǡ   
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本圏域の平成 22 年（2010年）から令和 2 年（2020年）までの世代別人口増減率「人口コホー

ト」※5は、ほとんどの年代で人口が減少しており、特に 20歳代～30歳代で減少が顕著である。 

 

出典：国勢調査（総務省） 

 8 ╓ǡ Ô ȜɄºȱÕ 

 
 

2040 ǞƾǄǙ ǿǾ ǡ  טּ

平成 27年（2015年）から令和 22年（2040年）までの人口構造の変化（年齢別人口増減率）に

ついて、15～74歳人口増減率と 75歳以上人口増減率に基づき区分すると、圏域全体としては「②

15～74 歳人口減少、75 歳以上人口急増」に区分される。圏域構成市町別では、羽島市、瑞穂市、

岐南町及び北方町についても同様である。一方で、本巣市は「③15～74歳人口急減、75歳以上人

口急増」に、山県市は「④15～74歳人口急減、75歳以上人口安定」に区分されている。なお、岐

阜市及び笠松町は「15～74 歳人口安定、75歳以上人口安定」である。このように、構成市町ごと

では、圏域の中でも人口構造の変化の現れ方が異なっている。 

 

出典：日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 9 15 74 Ǜ 75 ∙   

 
※5 過去（10年前）の年齢別人口との差分を総人口に対する増減率で表したもの。進学や就職、子

育て等ライフイベントをきっかけとした転入出の傾向を可視化することができる。 
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本圏域の出生数は、平成 21年（2009年）には 6,000 人程度であったが、徐々に減少傾向にあ

り、令和 3 年（2021 年）では 4, 300 人程度である。一方で、死亡数は徐々に増加傾向にあり、

令和 3 年（2021年）には 7,200 人程度となっている。平成 22年（2010年）以降は、出生数を死

亡数が上回り、圏域人口は自然減に転じ、それ以降減少幅が大きくなっている。 

また、本圏域の合計特殊出生率※7は、減少傾向にあり、令和 2 年（2020年）では 1. 36 である。 
 

 
出典：岐阜県人口動態統計調査  

 10 ╓ǡ ǡ ┌ 

 

 

出典：岐阜県衛生年報、岐阜市衛生年報、岐阜県人口動態統計調査から岐阜市が集計 

 11 ╓ǡ ǡ ┌ 

※圏域値の算出には、岐阜市は指定区別年齢別男女別人口調、連携市町は県人口動態統計調査の 5 歳階級別の女性

の人口を用いた。  

 
※6 出生・死亡に伴う人口の変動。出生数・死亡数は前年 10月 1 日から当年 9 月 30日までの動態数 
※7 15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生

の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 
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本圏域では、令和元年（2019年）まで転入・転出とも 2 万 8 千人程度で推移していたが、新

型コロナウイルス感染症が感染拡大した令和 2 年（2020年）以降、転入・転出とも減少してい

る。また、社会増加・減少数（純移動数※9）は、平成 28年（2016年）以降、転入超過の傾向と

なっていたが、令和 3 年（2021年）には転出超過となった。 

年齢別にみると、20 歳代、30 歳代の転入転出が多く、特に 20 歳代前半（22～24 歳）の転出

超過が顕著である。一方で 30歳代、40歳代では転入超過となっている。 

 
出典：岐阜県人口動態統計調査  

 12 ╓ǡ ǡ ┌ 
 

 

出典：令和 3 年岐阜県人口動態統計調査を岐阜市が集計 

 13 ╓ǡ  

 
※8 転入・転出に伴う人口の変動。転入数・転出数は前年 10月 1 日から当年 9 月 30日までの動態数 
※9 転入数から転出数を差し引いた数 
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転入転出先としては、岐阜県内が最も多く、その半数程度が圏域内での転入転出である。また、

県内での転入転出は、転入超過である。その他、名古屋市を中心とした愛知県、東京都を中心とし

た関東地方への転入転出が多く、いずれも転出超過である。 

転入転出理由としては、圏域外からの転入及び圏域外への転出は、職業上の理由が約 5 割を占め

るが、圏域内の転入出は結婚・離婚・縁組や住宅事情による移動が多い。 

 

 

出典：令和 3 年岐阜県人口動態統計調査を岐阜市が集計 

 14 ╓ǡ ¤  
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出典：令和 3 年岐阜県人口動態統計調査を岐阜市が集計      
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岐阜市と連携市町との間の純移動（平成 30

年（2018年）～令和 3 年（2021年）の 5 か

年平均）としては、瑞穂市・岐南町・北方町

は岐阜市からの転入超過となっているが、羽

島市・山県市・本巣市・笠松町は岐阜市への

転出超過となっている。 

また、圏域と圏域外との間の純移動は、岐

阜県内の圏域外市町村から圏域への転入超

過、県外へは圏域からの転出超過、国外から

圏域への転入超過の状況であり、圏域外全体

としては圏域からの転出超過となっている。 

 

なお、圏域構成市町間の転入出の状況とし

ては、岐阜市・瑞穂市・岐南町・北方町で転

入超過、羽島市・山県市・本巣市・笠松町で

転出超過となっている。 

 

 

 2 ╓ ǡ  

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 

※表の見方の例：表頭「岐阜市」から表側「羽島市」へ転入した者が 307人、一方、表頭「羽島市」から表側

「岐阜市」へ転入した者が 339人、（ ）内はこの転入出の差で羽島市から岐阜市への純移動が 32 人 

  

339 307 457 242 408 263 228 2,246
(32) (96) (44) (22) (98)

307 9 53 20 43 61 11 504

211 12 10 6 4 6 3 252
(3)

489 72 22 100 32 22 94 831
(31) (20) (12) (10) (3) (6) (71)

198 26 8 90 10 7 73 412
(6) (2) (1)

434 52 12 29 11 108 10 654
(25) (9) (8) (0) (22) (4) (66)

241 82 7 16 6 85 6 444
(21) (1)

267 12 6 105 107 6 7 510
(39) (1) (2) (11) (34) (1) (85)
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(92) (119) (79) (30) (0)

 

出典：岐阜県人口動態統計調査 

 16 Ǜ Ǜǡ ǡ ┌  
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圏域の在留外国人（中長期在留者※10及び特別永住者）人口は、令和元年度（2019年度）まで

は増加傾向であったが、近年は減少している。一方で、令和 3 年（2021 年）における圏域の外

国人の国内での転入転出は、男女ともに 20歳代での転出超過が著しい。 

 

 

出典：在留外国人統計（法務省） 

 17 ╓ǡ ǡ ┌ 

 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 2021 年（総務省）  

 18 ╓ǡ ǡ   

 
※10 出入国管理及び難民認定法上の在留資格をもって在留する外国人のうち、3 月以下の在留が決定

された者・短期滞在の在留資格が決定された者・外交又は公用の在留資格が決定された者にあて

はまらないもの 
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令和元年度（2019 年度）における本圏域の総生産額は約 2 兆 4 千 5 百億円であり、第 3 次産

業が約 8 割を占める。平成 24 年度（2012年度）までは緩やかに減少していたが、それ以降は緩

やかな増加傾向が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県市町村民経済計算結果  

 19 ╓ǡ ǡ ┌ 

 

Ӣ Ǧ  

本圏域の事業所数及び従業者数は緩やかに減少しており、平成 28年（2016年）には約 3 万 2

千事業所及び約 28万 5 千人である。 
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出典：経済センサス（総務省、経済産業省） 

 20 ╓ǡ ǡ ┌ 

出典：経済センサス（総務省、経済産業省） 

 21 ╓ǡ ǡ ┌ 
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圏域内の産業別従業者数の特化係数※11は、

卸売業・小売業、金融業・保険業が高くなっ

ており、これらの産業への集積が見られる。

一方で、岐阜県において高くなっている農林

漁業や鉱業・採石業・砂利採取業、製造業の

特化係数は 1.0 未満である。 

 
 

 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査（総務省、経済産業省） 

 22 ╓ǡ ǡ טּ  

 

Ӥ  

本圏域の「平成 26 年（2014年）から平成 28年（2016年）」の創業比率※12は 4. 85％であり、

「平成 21年（2009年）から平成 24年（2012年）」を底にして回復基調にある。 

圏域内の存続事業所数は、平成 26年（2014年）までは減少傾向であったが、近年は増加傾向

に転じている。また、廃業事業所数は年々減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 18 年までは事業所・企業統計調査、平成 21 年からは経済センサスを使用した。 

※経済センサス基礎調査（H21）及び活動調査（H24）では、新設事業所の定義が異なる。また、活動調査（R1）

では、新設事業所をより幅広に捉えた新規把握事業所を用いているため、前後の数字と単純に比較できない。 

※新規・廃業事業所数には会社以外の法人・法人でない団体を含む。  

 
※11 地域特性を数量的に示す指標で、全国平均の産業別構成比を基準（＝1）として、ある産業の特

化係数が 1 より大きいと、その産業が占める割合が大きくなる。 
※12 新設（創設）事業所数を、前回の調査時点から次回調査時点までの期間（月）で割り、12をか

けて、年平均創業事業所数を算出。年平均創業事業所数を、それぞれの期首における事業所数で

割り、100をかけて創業比率を算出する。 
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出典：事業所・企業統計調査（総務省）、 
経済センサス（総務省、経済産業省） 

 23 ╓ǡ ǡ ┌ 
出典：経済センサス（総務省、経済産業省） 

 24 ╓ǡ È     É 
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本圏域の製造品出荷額等は平成 4 年（1992年）の約 1 兆 2 千億円をピークに減少を続け、平

成 22 年（2010 年）には平成 4 年（1992年）の約半分の約 5 千 8 百億円となったが、近年は緩や

かな増加傾向が見られ、令和元年（2019年）には約 6 千 8 百億円まで回復している。 

製造品出荷額等の内訳は、かつては衣服を含む繊維製品製造が主体であったが、近年は食料品

や機械器具、プラスチック製品の製造が主体となってきている。 

 

出典：工業統計調査（岐阜県） 

 25 ╓ǡ ǡ ┌ 

 

 

出典：工業統計調査（岐阜県） 

 26 ╓ǡ ǡ  

※平成 20 年工業統計調査において産業・品目分類に改定があったため一部分類でグラフが接続しない。  
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本圏域の卸売業の平成 28 年（2016年）年間商品販売額は約 1 兆 2,900 億円であり、これまで

減少傾向が続いていたが、近年は横ばいで推移している。また、小売業の平成 28 年（2016年）

年間商品販売額は約 7, 200 億円であり、平成 9 年（1997年）以降減少を続けていたが、近年は

増加傾向で推移している。 

 

Øּב Ù 

 

Ø Ù 

 

出典：商業統計調査（経済産業省）、経済センサス（総務省、経済産業省）  

 27 ╓ǡ Èּב Ǧ É 

※平成 24 年及び平成 28 年は経済センサス活動調査を使用した。   
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本圏域の農業産出額は平成 3 年（1991年）以降、減少を続けている。平成 3 年（1991年）で

約 375億円であったが、令和 2 年（2020年）には約 172億円と平成 3 年（1991年）の 45％程度

になっている。産出額は野菜が最も多く、次いで米、果実となっている。圏域の耕地面積は減少

を続けており、令和 3 年（2021 年）では圏域全体で約 10,400haの耕地が存在する。 

 

出典：生産農業所得統計、市町村別農業産出額（推計）（農林水産省）  

 28 ╓ǡ ǡ ┌ 

※平成 18 年までは生産農業所得統計、平成 26 年からは市町村別農業産出額（推計）を使用した。 

平成 19 年から平成 25 年の間は調査が行われていない。 
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出典：耕地及び作付面積統計（農林水産省） 

 30 ╓ǡ  

出典：令和 2 年市町村別農業産出額（推計） 
（農林水産省） 

 29 ╓ǡ  
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圏域の観光地点別観光入込客数※13は緩やかに減少傾向にあり、令和元年（2019 年）には約 760

万人となっている。また、令和 2 年（2020年）以降は、新型コロナウイルス感染症の影響をうけ、

大幅に減少した。 

岐阜圏域※14において日帰りによる観光消費額は横ばい傾向、宿泊による観光消費額は僅かに増

加傾向にあったが、令和 2 年は減少している。また、一人あたりの観光消費額は、宿泊が増加傾向

にあり、令和元年以降、県全体の観光消費額を上回っている。 

 
出典：岐阜県観光入込客統計調査    

 31 ╓ǡ ǡ ┌ 

 

  

 

 

 
※13 非日常利用が多く、前年の入込客数が年間１万人以上、又は前年の特定月の入込客数が５千人

以上の観光地点等の入込客数（延べ数） 
※14 岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町、北方町の 6 市 3 町で

構成される広域市町村圏。市町村別の観光消費額にかかる統計調査結果がないため、本項目で

は、岐阜圏域の統計調査結果を使用する。 
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出典：岐阜県観光入込客統計調査 

 32 ╓ǡ ǡ ┌ 

出典：岐阜県観光入込客統計調査   

 33 ╓ǡ╗ Ƶǒǽǡ ǡ ┌ 
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地域経済循環分析とは、地域のお金の流れを「生産（付加価値額）」「分配（所得）」「支出」の三

段階で見える化し、地域経済の全体像を把握するものである。 

平成 30年（2018 年）の本圏域の生産（付加価値額）※15は約 2 兆 4 千億円で、構成比としては第

3 次産業の割合が高い。圏域内の生産（付加価値額）が所得として分配された場合、圏域外で勤務

する圏域住民が持ち帰る雇用者所得の方が、圏域内に勤務する圏域外住民が持ち出す雇用者所得

を上回っており、1, 250 億円が流入している。また、その他所得（財産所得、企業所得、交付税、

社会保障給付、補助金等）についても同様に 915億円が流入している。 

住民・企業等に分配された所得は、支出に回される。民間消費額では、圏域内の住民が消費した

金額より、圏域内に支出された金額の方が多く、352億円が圏域外から流入している。一方で、民

間投資額、その他支出（政府支出、地域内産業の移輸出入収支額等）では、圏域外へ流出しており、

その総額は 2, 519億円である。 

生産（付加価値額）を分配（所得）で除した本圏域の地域経済循環率※16は、91.7%である。 

 

 

出典：RESAS（内閣官房） 

 34 ╓ǡ ╓  

※各構成市町の計数を合算しており、生産・分配・支出の各内訳額は一致しない 

  

 
※15 地域が生産した商品やサービス等を販売して得た金額から、原材料費や外注費といった中間投

入額を差し引いた付加価値額 
※16 生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立度を示しており、値が

低いほど他地域から流入する所得に対する依存度が高い。 
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春の大型連休（5 月 3 日～5 日）における岐阜市への市外からの来訪者数※17をビッグデータを

用いて分析すると、岐阜市全域・JR岐阜駅周辺※18・岐阜公園周辺※19いずれの地点においても、令

和 4 年（2022年）の来訪者数は、令和 3 年（2021年）、令和 2 年（2020年）と比べて増加してい

る。 

 

 

 

 

 Ø ╓Ù       ØJR ♯ Ù      Ø Ⱨ Ù 

 

 35 ƾǼǡ ǡ ┌ 

 

岐阜公園周辺への来訪者の来訪元としては、令和 2 年（2020年）は各務原市や羽島市、岐南町

など県内市町からの来訪者の割合が多かったが、令和 4 年（2022年）は名古屋市や一宮市など愛

知県からの来訪者割合が相対的に増加している。 

 

 36 Ⱨ ǡ  

［活用ツール：ヤフー・データソリューション DS.INSIGHT］  

 
※17 本項においては、指定エリアを含む市町村以外から来訪し、一定時間以上そのエリアに滞在し

たもの 
※18 本項においては、JR岐阜駅を中心とした半径 100mのエリア 
※19 本項においては、岐阜公園を中心とした半径 100mのエリア 
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・令和 2 年（2020年） 緊急事態宣言の対象区域に指定 

・令和 3 年（2021年） 第 4 波非常事態宣言（岐阜県） 

※5 月 7 日よりまん延防止等重点措置の実施区域に指定 

・令和 4 年（2022年） 特になし 
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出典：令和 2 年医師・歯科医師・薬剤師統計、令和 2 年医療施設調査（厚生労働省）      

 

 

出典：医師・歯科医師・薬剤師統計、医療施設調査（厚生労働省）、   

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省） 
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出典：第 7 期岐阜県保健医療計画【平成 30 年度～令和 5 年度】( 平成 30 年 3 月 岐阜県)   

  

 
※20 本圏域は、岐阜県保健医療計画で設定されている二次医療圏（入院医療を主体とした医療活動

が概ね完結する圏域）のうち、岐阜医療圏の一部にあたる。 

・第三次救急医療機関：重篤救急患者の救命医療を行う救命救急センターなど 

・第二次救急医療機関：手術や入院を必要とする救急医療に対応する救急医療機関 

・初級医療機関：軽度の救急患者に対応する休日夜間急患センターや在宅当番医制など 
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出典：令和 2 年社会福祉施設等調査（厚生労働省）  

  

22 570 12 395 2 - 1 15

4 55 5 147 - - - -

3 50 5 270 - - - -

2 15 - - - - - -

5 110 - - - - - -

2 - - - - - - -

1 - 1 10 - - - -

1 - - - - - - -

40 800 23 822 2 - 1 15

126 2,523 82 3,119 3 - 1 15

101 6,864 50 5,834 - - 113 3,245

13 1,704 11 1,684 - - 13 306

10 758 7 730 - - 3 40

15 1,850 11 1,750 - - 12 345

9 360 8 360 - - 2 15

6 830 6 830 - - 5 185

5 420 4 420 - - 5 138

7 544 4 525 - - 4 73

166 13,330 101 12,133 0 - 157 4,347

617 49,218 418 46,672 3 - 347 9,266
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出典：令和 3 年度学校基本調査（岐阜県）     
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出典：各高等教育機関ホームページ（※学生数は、令和 3 年度当初値） 
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出典：令和 3 年岐阜県統計書 
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出典：令和 3 年岐阜県観光入込客統計調査 

1,078,439 379,537 1,096,738 342,121 1,090,356 272,881

494,996 1,499,515 512,103 1,389,386 524,600 1,103,356

86,003 365,623 88,515 353,338 87,574 253,877

38,176 134,269 38,730 125,656 38,589 99,791

47,436 78,895 47,394 71,859 47,754 51,813

48,273 110,772 49,055 99,918 47,442 70,311

50,084 152,385 49,293 140,678 49,634 111,241

22,723 90,561 22,517 89,221 24,091 71,260

252,393 295,239 245,308 304,686 238,142 226,126

98,666 110,424 105,713 105,132 108,179 80,303

200,043 223,126 200,547 243,121 180,932 194,937

67,958 127,153 67,046 134,933 64,818 119,141

141,620 152,955 144,462 154,563 147,093 118,387

73,791 99,122 75,627 89,458 75,914 86,379

89,572 57,954 84,279 78,153 80,749 64,559

2,790,173 3,877,530 2,827,327 3,722,223 2,805,867 2,924,362

- 1,359,894 90,177 1,780,969 71,475 434,191 3,736,706

- - 88,365 - - - 88,365

11,589 - - 175,118 322,612 - 509,319

- - - - - - 0

128,800 - 35,517 14,170 - 320,395 498,882

- - - - - - 0

- - - - - - 0

- - - - - - 0

140,389 1,359,894 214,059 1,970,257 394,087 754,586 4,833,272

1,920,589 10,415,360 5,863,155 10,523,721 8,552,026 12,082,162 49,357,013
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出典：岐阜県ホームページ、各市町ホームページ 
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出典：各市町ホームページ 
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出典：令和 3 年岐阜県統計書、各市町ホームページ、各事業者ホームページ  
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出典：令和 3 年岐阜県統計書  

 

 

 

出典：岐阜県統計書  
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出典：令和 3 年版岐阜市統計書 

 

 

 

出典：岐阜市統計書  
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出典：各省庁ホームページ    

※所在地の明示がないものは岐阜市に所在する。    
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令和元年（2019年）12 月に新型コロナウイルス感染症の発生が確認されて以降、世界中に感

染が拡大し、多くの死者・重症者を出すだけでなく、移動制限や外出自粛など、社会・経済・生

活に大きな影響を及ぼした。 

これまで日本経済は、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けながらも、持ち

直しの動きを続けてきたが、その中で生じたのが令和 4 年（2022年）2 月のロシアによるウクラ

イナの軍事侵攻である。 

国内においては、ウクライナ情勢に伴う原油・原材料、穀物等の国際価格の高騰、コロナ禍で

更に進む人口減少・少子高齢化、潜在成長率の停滞、災害の激甚化・頻発化など、内外の難局が

同時かつ複合的に押し寄せている。ウクライナ情勢をめぐる先行きの不確実性は高く、今後も感

染症の再拡大やウクライナ情勢の長期化に伴う原油価格・物価の更なる高騰の可能性など予断

を許さない状況は続くと見込まれる。 

 

国においては、この難局を単に乗り越えるだけではなく、こうした社会課題の解決に向けた取

組それ自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置づけ、官民が協働して重点的な投資と

規制・制度改革を中長期的かつ計画的に実施することにより、課題解決と経済成長を同時に実現

しながら、経済社会の構造を変化に対してより強靭で持続可能なものに変革する「新しい資本主

義※21」の実現を目指している。 

令和 4 年（2022年）6 月に示された「経済財政の運営と改革の基本方針 2022」においては、

成長と分配をともに高める人への投資を始め、科学技術・イノベーションへの投資、スタートア

ップ※22への投資、GX（グリーン・トランスフォーメーション）※23、DX（デジタル・トランスフ

ォーメーション）※24への投資を柱とする新しい資本主義の実現に向けた重点投資分野について

の官民連携投資の基本方針とともに、新しい資本主義が目指す民間の力を活用した社会課題解

決に向けた取組や多様性に富んだ包摂社会の実現、一極集中から多極化した社会をつくり地域

を活性化する改革の方向性などが示されている。 

 

 
※21 国が実現を目指す「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」をコンセプトと

した、官民連携によって社会的課題を解決し、新たな市場を創るとともに、一人ひとりが持続的

な幸福を実現する社会 
※22 新しいビジネスモデルを考え、新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供したり、社会に

貢献したりすることによって事業の価値を短期間で飛躍的に高め、株式上場や事業売却を目指す

企業や組織のこと。元々は米国シリコンバレーを中心に「新しく設立されたばかりの企業」の意

味で使われた。 
※23 GX（Green Transformation ）：温室効果ガスの排出源である化石燃料や電力の使用を、再生可能

エネルギーや脱炭素燃料に転換することで、社会経済を変革させること 
※24 DX（Digital Transformation ）：デジタル技術を浸透させることで、あらゆる面において人々の

生活をより良いものへと変革すること 
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SDGs（持続可能な開発目標）※25や GX、DXなどの比較的新しい概念が、（第 1 期）岐阜連携都

市圏ビジョンを策定した平成 30 年（2018年）以降、広く社会に浸透してきている。これらは、

社会課題を解決する強力なツールとなりうるものであり、新しい概念を活用した社会の変革が

求められている。 

 

ӡ SDGsÈ סּ ǝ É 

SDGsで設定された 17 の目標は、グローバル化

が急速に進む経済・社会・環境の様々な課題に対

して、世界各国の市民や企業、行政が共同して取

り組んでいくためのキーワードであるととも

に、多様な目標の追求は、様々な分野で抱える課

題を総合的に解決することができる。 

出典：SDGsポスター（国際連合広報センター） 

 40 SDGsǡ 17ǡ      

û SDGs 

国においては、持続可能なまちづくりや地域活性化に向けた取組を進めるにあたり、SDGsを

原動力とした地方創生を推進している。地方公共団体における SDGsの達成に向けた取組の普及・

促進に向け、SDGsの達成に向けた優れた取組を提案した都市を「SDGs未来都市」として選定、

また、その中で特に先導的な取組を「自治体 SDGsモデル事業」として選定し、地方創生の深化

に繋げている。なお、岐阜市は、令和 3 年度（2021年度）に「SDGs未来都市」及び「自治体 SDGs

モデル事業」に選定された。 

全国の自治体を対象に内閣府が実施した「SDGsに関する全国アンケート調査」によると、地

方創生 SDGsの達成に向けた取組を推進していると回答した自治体は、平成 30年度（2018年度）

には 8%であったものが、令和 3 年度（2021年度）には 66%と大幅に拡大している。 

 
出典：SDGsに関する全国アンケート調査（内閣府）     

 41 SDGs Ǟ Ǆǒ  

 

 
※25 SDGs（Sustainable Development Goals ）：平成 27年（2015年）9 月の国連サミットで加盟国の

全会一致で採択された。2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、17のゴー

ル・169のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。 
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令和 2 年（2020年）10 月、国は令和 32 年（2050年）までに温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにする、カーボンニュートラル※26を目指すことを宣言した。また、令和 2 年（2020年）

12 月には、経済と環境の好循環を作っていく産業政策として「2050年カーボンニュートラルに

伴うグリーン成長戦略」を策定した。 

グリーン成長戦略では、“温暖化への対応を経済成長の制約やコストとする時代は終わり、国

際的にも成長の機会と捉える時代に突入して

いる。従来の発想を転換し、積極的に対策を行

うことが、産業構造や社会経済の変革をもたら

し、次なる大きな成長に繋がっていく。”とし

ており、「経済と環境の好循環」を作っていく

ためには、電力部門の脱炭素化を前提に、産業・

運輸・業務・家庭部門の電化を進めることが必

要である。 

また、金融機関による ESG投資※27の動きも

相まって、あらゆる産業において脱炭素社会に

向けた GXが求められている。 

 

 

ӣ DXÈȰȡȨɔ¤ȱɒɜȢȾȒºɊºȠɐɜÉ 

国においては、DXを抽象的かつ世の中全般の大きな動きを示す考え方から進めて、企業が取

り組むべきものと示しており、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル

技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとと

もに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立する

こと。」と定義している。 

 

ûȰȡȨɔּט¤ȓɜɒȍɜּטǡ ǝ  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として、社会全体のデジタル化・オンライン化が

急速に進展した。例えば、いわゆる巣ごもり消費によるインターネットショッピング利用や各種

イベントのオンライン配信が拡大しており、AR/ VR等を用いた仮想的な観光地等へのオンライン

観光が開始されるなど、非接触・非対面による活動がデジタル化によって可能となり、消費者の

消費行動を変化させた。また、行政分野においても、マイナポータルを利用した給付金等のオン

ライン申請の導入やテレワーク、web会議などが急速に普及した。 

 

 
※26 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収

量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること 
※27 キャッシュフローや利益率などの従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会

（Social ）・ガバナンス（Governance）要素も考慮した投資のこと 

出所）経済産業省 

 42 2050 ȔºɅɜȴɎºȱɒɔǞ ƹ 

    șɓºɜ ǡȍɊºȡ 
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社会・経済のデジタル化が進展する中、企業が取り巻く環境の変化に対応し、今後の生き残り

を図る方策として DXは重要である。総務省が令和 3 年（2021年）に実施した調査によると、業

種別の DXの取組状況は、情報通信業が先行しており、約 45％の企業が既に実施していると回答

しているものの、情報通信業以外の業種は 25％前後にとどまる結果となった。地域別にみると、

東京 23 区、政令指定都市、中核市、その他の市町村の順となったが、中核市においても大企業

が約 4 割であるのに対し、中小企業は 1 割強にとどまっており、DXへの意識の差が大きいこと

がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

û DXǡ  

デジタルは人口減少、過疎化、産業空洞化等の様々な地方の社会課題を解決するための鍵であ

り、新しい付加価値を生み出す源泉でもある。 

国においては、令和 2 年（2020年）12月に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」

が閣議決定され、「誰一人取り残さない人に優しいデジタル化」を進めることが掲げられた。こ

の実現のためには自治体の DXに取り組む必要があることから、合わせて「自治体 DX推進計画」

が策定された。自治体においては、まずは、自らが担う行政サービスについて、デジタル技術や

データを活用して、住民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術や AI 等の活用により業

務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められている。 

さらには、人流データから人々の行動を把握するなど、ビッグデータ※28は新型コロナウイル

ス感染症対策としても注目されたところであり、住民の行動やニーズを的確に捉え、効果的な政

策立案を実現するためには、住民の行動や心理、社会の状況などをタイムリーに表した即時性の

高い膨大な客観的データを活用した EBPM※29（エビデンスに基づく政策立案）を実践することが

求められている。 

 
※28 従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析が難しいような巨大なデータ群の

総称。様々な種類・形式かつ日々膨大に生成・記録される時系列性・リアルタイム性のあるよう

なものを指すことが多く、これらを即座に解析することで、ビジネスや社会に有用な知見を得た

り、これまでにないような新たな仕組みやシステムを産み出す可能性が高まるとされている。 
※29 EBPM（Evidence- Based Policy Making）：政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではな

く、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること 

出典：令和 3 年版情報通信白書（総務省） 
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û ╓ ǡȰȡȨɔּט 

自治体 DX推進計画においては、自治体 DXの取組とあわせて「すべての地域がデジタル化によ

るメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進する」こととしている。 

デジタル田園都市国家構想においても、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方に

おける DXを積極的に推進することで、「地方に仕事をつくる」「人の流れをつくる」「結婚・出

産・子育ての希望をかなえる」「魅力的な地域をつくる」取組を、より高度・効率的に推進して

いる。 

 

 

Ӥ ȢȨºȱȋȬɀ ǞǻǾȍȷɂºȠɐɜǡǄȆ╥ 

スタートアップは、経済成長の原動力であるイノベーションを生み出すとともに、環境問題

や子育て問題などの社会課題の解決にも貢献しうる、新しい資本主義の担い手である。 

スタートアップ先進国であるアメリカでは、Tech Giants※30が米国株式市場を牽引しており、

またスタートアップが新規雇用の 50％を創出している。我が国においても、スタートアップ

が経済の成長、新規雇用創出に大きく貢献することが期待されている。 

ベンチャーキャピタル※31等からの投資による国内スタートアップの資金調達額は、概ね堅

調に増加している。令和 2 年（2020年）は新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に減少

しているが、令和 3 年（2021年）には再び増加トレンドとなり、過去最高の調達額を記録し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※30 世界的なシェアや時価総額を誇る巨大テクノロジー企業の通称。ここでは、いわゆる GAFAM

（Alphabet[ Google], Amazon, Meta[ Facebook] , Apple, Microsoft ）を指す。 
※31 スタートアップ等の高い成長が見込める未上場企業等に出資する投資会社や投資ファンド 

出典）INITIAL（2022年 1 月 25 日時点） 
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    Ǧ ǡ ┌ 
※各年の値は基準日時点までに観測されたも

のが対象。データの特性上、調査進行によ

り過去含めて数値が変動する。 
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   Tech Giants לּ  

出所）スタートアップ・エコシステム 

の現状と課題（内閣府） 

※S&P Global, Statista （2022年 1 月 31 日時点） 
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国においては、令和元年（2019年）6 月に「世界に伍するスタートアップ・エコシステム※

32拠点形成戦略」を策定し、全国に 8 か所のスタートアップ・エコシステム拠点都市を認定す

るとともに、大学を中心としたエコシステム強化策を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ӥ ǡ  

性別、年齢、人種や国籍、障がいの有無など、全ての人々を迎え入れる多様性（ダイバーシテ

ィ）、さらには、全ての人々が、孤独や孤立、排除や摩擦から援護され、健康で文化的な生活の

実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合う社会的包摂（ソーシャル・インクルージ

ョン）を体現した社会の実現が求められている。 

 

û טּ ¤ǆǜǵ  

国においては、「少子化社会対策大綱[ 令和 2 年（2020年）5 月] 」に基づき、希望出生率※331.8

の実現に向け、結婚、妊娠・出産、子育てに希望を見出せる社会をつくる取組を進めている。ま

た、少子化・人口減少に加え、児童虐待や不登校、こどもの自殺など、こどもを取り巻く状況は

深刻となっている。このため、常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組・政

策を社会の真ん中に据えた「こどもまんなか社会」を実現するための新たな司令塔として、令和

5 年（2023年）4 月に「こども家庭庁」が創設される。 

 

û ǡ  

男女共同参画は、国際社会で共有されている規範であり、個性と多様性を尊重する社会の実現、

経済社会の持続的発展において不可欠の要素である。国においては「第 5 次男女共同参画基本計

画[ 令和 2 年（2020 年）12月] 」に基づき、「女性の経済的自立」や「男性の家庭・地域社会にお

ける活躍」などを重点的に取り組む事項として、女性の活躍促進を進めている。 

 
※32 起業家、起業支援者、企業、大学、金融機関、公的機関等が結びつき、スタートアップを次々

と生み出し、それがまた優れた人材・技術・資金を呼び込み、発展を続けることを生態系になぞ

らえた言葉 
※33 若い世代における、結婚、子供の数に関する希望がかなうとした場合に想定される出生率。夫

婦の意向や独身者の結婚希望等から算出。「希望出生率」＝｛既婚者割合×夫婦の予定子ども数＋

未婚者割合×未婚結婚希望割合×理想子ども数} ×離別等効果 

出所）世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略（内閣府） 
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û ╓  

地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現に向

け、令和 3 年（2021 年）4 月に創設された「重層的支援体制整備事業」など、地域住民の複合

化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の整備が進められている。 

 

 

Ӧ ּטǡ  

これまで、経済社会は、人々の暮らし、企業活動、国土形成等において東京一極集中であった

が、新型コロナウイルス感染症の拡大により経済社会の分極化の重要性を再認識させた。 

コロナ禍以降、テレワークによって地方でも働けるようになったことなどにより大都市にお

いて、都心部から周辺部へ人口が移動し、地方移住への関心が高まっている。デジタル技術の発

達は、一極から多極への転換を可能とする力をもたらした。デジタルサービスは、新しい付加価

値を生み出す源泉であり、地方が直面する人口減少・少子高齢化などの課題を解決するための鍵

となる。 

 

ûȰȡȨɔ Ⱨ קּ  

国においては、新しい資本主義の実現に向けた重要な柱の一つとして、地方からデジタルの実

装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市の差を縮めていくことで、世界とつながる「デ

ジタル田園都市国家構想」を推進しており、令和 4 年（2022年）6 月、「デジタル田園都市国家

構想基本方針」を閣議決定した。デジタル田園都市国家構想基本方針では「全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会」を目指し、経済社会の東京一極集中から多極集中への転換を図って

いる。 

 

 

出典：デジタル田園都市国家構想実現会議（内閣官房） 

 47 ȰȡȨɔ Ⱨ קּ ǡ  
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û ǡ  

地域の経済やコミュニティを支える中小企業等の活力を向上させることは、地域経済の底上

げにつながるものである。国においては、感染症に加えデジタルやグリーン等の事業環境の変化

への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の事業再構築や生産性向上の支援、

円滑な事業承継や M&Aの支援等、伴走支援を行う体制の整備等に取り組んでいる。加えて、創業

等促進に向けた官民金融機関・信用保証協会における経営者保証に依存しない融資の推進や、事

業発展を推進するため、EC活用等を通じた中小企業の輸出力の強化を図るとともに、中小企業

等における DX推進や人材育成等の地域の主体的な取組を促進している。 

 

 

ӧ ǡ ¤טּ  טּ

近年、世界各地で大雨による洪水や干ばつなどの自然災害が毎年のように起きており、日本に

おいても、平成 30年（2018年）7 月豪雨による西日本を中心とした広範囲での河川氾濫や令和

元年房総半島台風（台風第 15 号）及び令和元年東日本台風（台風第 19 号）に伴う豪雨災害な

ど、豪雨災害が激甚化・頻発化している。 

本圏域周辺においても、平成 30年 7 月豪雨では、県内全域で猛烈な雨となり、岐阜市・山県

市・本巣市でも大雨特別警報が発表された。当該豪雨によって、県内で死者 1 名、重軽傷者 3 名

の人的被害及び全壊 12棟、半壊 236棟を含む 753棟の住家被害が発生している。 

なお、令和 2 年（2020年）7 月豪雨では、中濃から飛騨地方を中心に断続的に非常に激しい雨

となり、本圏域では、大雨特別警報までは発表されなかったものの、本巣市樽見で 1,000 ㎜を超

える降水量が確認されている。また、国内各地で中・大規模地震も発生しており、南海トラフ巨

大地震が今後 30年以内に発生する確率は 70～80％と高まりつつある。 

このように激甚化・頻発化する自然災害に対して、市町の枠を超え、圏域全体で災害に備える

必要がある。  

出所：岐阜県 

 48 ȱɒȾ  
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Ū ╓ǡ Ǜ  

ŦÉ ╓ǡ ǝ  

Ø ǡ Ù 

本圏域には、県庁所在都市である岐阜市を中心として、各種の行政機関が集中している。また、

歴史や文化、芸術に関する公的施設のほか、大規模なスポーツ施設やコンベンション施設が立

地・集積するほか、民間企業では金融・保険業などの大手企業等の岐阜県の支店が置かれてきた

ため、サービス機能の集積も見られる。 

 

Ø═ ǡ Ù 

本圏域は、岐阜医療圏の一部にあたり、県内の二次医療圏のなかで唯一、三次救急医療施設が

複数存在する医療圏であり、二次救急医療施設も岐阜市を中心に多数存在している。また、人口

10 万人あたりの医師数は、全国平均（約 200 人）と比べて多く、医療環境は充実した圏域であ

るといえる。 

 

Ø ╔ ǡ Ù 

本圏域には、岐阜市を中心に多数の高等教育機関が存在し、就学年齢層の圏域外からの人口流

入が相当数見られる一方で、その後の就職期には圏域外への流出が顕著となっている。 

また、高等教育のみならず、後期中等教育期（高校）においても圏域外からの人口流入が多く、

圏域として教育機関が集積しているといえる。 

 

Ø שׁ Ǟ Ù 

本圏域は、名古屋市へ鉄道で 20 分程度という距離にあり、名古屋圏に近接していながら、岐

阜市を中心として自立性のある一体的な圏域を形成している。また、東海環状自動車道の全線開

通を迎え、関西方面や北陸方面へのアクセス性の向上も見込まれる。 

 

Ø ǝ ǡ ǈÙ 

前述までのとおり、本圏域は、公共施設や医療、教育に恵まれており、人々が生涯を送る上で

概ねすべてが充足する住環境を備えており、住む、出かけるうえで、総合的に住みやすい圏域で

あるといえる。 

 

ŧÉ ╓ǡ ǝ  

Ø ƵǾ ǡ╔ Ù 

本圏域は、かつて繊維産業が隆盛を誇っていたが衰退し、現在は、サービス業を中心とした第

三次産業が主体の産業構造となっている。 

また、本圏域は、就学年齢層の若者の流入が多いものの、就職期には圏域外へ転出する傾向が

ある。本圏域には、良好な住環境が整っており、圏域内で魅力的な就業先が提供できれば、その

まま圏域内に定住する可能性が高い。 



Ū ╓ǡ Ǜ  

45 

一方で、世界共通の課題である SDGsの推進や脱炭素化などは、本圏域としても取り組むべき

課題である。本圏域の高等教育機関が持つ高度で専門的な知識や技術を活用した新たな産業を

育成することは、これらの社会課題を解決するとともに、イノベーションを創出することで本圏

域の経済活動を発展させるものと考えられる。 

 

Ø ǡȿɒɜȲ Ù 

本圏域の農業産出額や耕地面積は減少を続けているが、圏域全体で見れば多彩な品目を揃え

ることができる。また、一大消費地である名古屋に隣接した圏域であり、産地としてのブランド

力を高め、適切な販路を確保すれば安定的な生産が可能になると考えられる。 

 

Ø ǡ לּנּ  Ùטּ

本圏域には、全国的にも有名なぎふ長良川の鵜飼に加え、淡墨桜に代表される自然資源など、

特徴的な観光資源が存在しており、構成市町の観光資源を有機的に結び付け広域観光を推進で

きれば、さらなる観光地域として発展する可能性がある。 

また、本圏域では、新型コロナウイルス感染症の影響を受け観光入込客数・観光消費額が急減

する中、宿泊旅行による一人あたりの観光消費額は増加傾向にある。観光の高付加価値化を推進

し、付加価値の高い魅力的なサービスを提供することで、さらなる観光振興につながると考えら

れる。 

 

Ø Ʒ ǡ Ù 

本圏域の合計特殊出生率は減少傾向にあり、人口減少、少子高齢化が急速に進行している。少

子高齢化が進展し、生産年齢人口が減少する中で、本圏域が持続的に成長していくためには、こ

れからの社会を支える若い世代が活躍し、その能力を発揮できる圏域の形成が必要である。 

また、子どもを取り巻く様々な課題を解決することは、あらゆる社会課題解決の突破口となる

可能性がある。少子化対策をはじめ、女性が活躍しやすい環境を整備することで、本圏域の魅力

が向上し、圏域内への移住・定住に繋がると考えられる。 

 

Ø ╓ ǡ Ù 

圏域の中心である JR 岐阜駅から名古屋まで鉄道で 20 分という利便性がある一方で、鉄道の

駅は本圏域の南部に集中している。今後、リニア新幹線の開業により、東京・大阪への時間的距

離が大きく縮まることからも、鉄道駅までのアクセス性の向上が必要となる。また、圏域内の各

市町が個別に行っている地域公共交通のネットワーク化を図るなど、公共交通の充実と連携が

必要となる。 

 

Ø ǫǡ ƻÙ 

本圏域は、木曽川、長良川、揖斐川の三大河川に囲まれ、過去に水害で大きな被害を受けてき

た。水害のほかにも、発生が懸念される南海トラフ巨大地震や、近年多発する異常気象に起因す

る様々な自然災害の発生が危惧される。 

水害や地震による被害は、広範囲にわたり、圏域内で市町の枠を超えたものとなることが想定

されるため、圏域全体で災害に備える必要がある。  
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Ũ  ǡ  

Ŧ È Ŧ É ȼȡɐɜǡ  

ŦÉ È Ǟ ǘǀ ǌǾ Éǡ  

岐阜連携都市圏ビジョンに掲載する連携事業は、ビジョン策定時の平成 30 年度（2018 年度）

には 32事業（再掲含め 34 事業）であったが、令和 4 年度（2022 年度）には 45事業（再掲含め

48事業）を実施している。 

 

 16 ȼȡɐɜǞ ǌǾ È ǳÉǡ ┌ 

 
 

Ôȋ ╓ ǡ ǡǄȆ╥ÕǞƾƾǾ  

産学金官民一体となった経済成長の推進や産業振興、観光など「圏域全体の経済成長のけん引」

にかかる 10事業を実施した。主な取組は以下のとおりである。 

ü ╓  

有用な人材確保に向けたマッチング等施策を推進することで、地域

産業の土台を支え、企業の活力や想像力を高めるため、ユーザー参加

型オンライン就職・転職フェアとして Web合同企業説明会「ぎふ仕事

フェア」を開催する。 

üÔǁǨɂȡÕȿɒɜȲּטǡ ɀɖɋºȠɐɜ 

いちご、えだまめ、柿等の圏域の特産農産物を「ぎふベジ」と

定義し、圏域の農産物の認知度を高め、付加価値のついた商品ニ

ーズを創造するため、ブランド化及びプロモーション強化を推進

する。 

 

Ôȍ ǡ ǡ ¤ ÕǞƾƾǾטּ  

高度な医療サービスの提供や中心拠点の整備など「高次の都市機能の集積・強化」にかかる 6

事業を実施した。主な取組は以下のとおりである。 

ü ♯ È שׁ טּבֿ É 

岐阜駅側連立附帯事業を連続立体交差化事業と一体的に実施し、岐阜駅へのアクセス強化

や圏域の連携・交流の促進など、岐阜駅周辺の都市機能の強化を図る。 

7 9 9 9 10

4 4 5 5 6

23 25 30 32 32

34 38 44 46 48
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Ôȏ ╓ ǡ ȞºȼȢǡ ÕǞƾƾǾ  

地域医療・福祉、教育・スポーツ、災害対策など「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」

にかかる 32事業を実施した。主な取組は以下のとおりである。 

ü ǜǵɄȬǛȔºȲ  

子どもたちが悩みを直接相談できる子ども専用の窓口を設置

し、連絡先電話番号等が明記された「子どもホッとカード」を

圏域内の小・中・高校の児童・生徒に配付する。 

ü ȢȎºɀȢǛǡ  

岐阜連携都市圏と地域資源であるプロバスケットボ

ールチーム「岐阜スゥープス」とが協定を締結し、連携

事項を推進することで圏域の活性化を図る。 

ü ☼ 

固定資産税を適正に課税するために必要となる航空写真の定

期的な撮影を共同で実施することで事務作業の効率化を図る。 

 

 

ŧÉ Ǧ לּ ÈKPIÉǡ  

 

 17 ǡ  

 

※①- 1 事業所数、①- 2 従業員数の現状値は、令和 3 年経済センサス‐活動調査の速報値を使用 
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לּ 18  ÈKPIÉǡ  

 

  

1 0% 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100%

2 0% 1/3 33% 0% 2/4 50%

3 0% 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100%

4 1/4 25% 0% 0% 0%

1/9 11% 3/9 33% 2/9 22% 4/10 40%

1 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100%

2 0% 0% 0% 1/3 33%

3 0% 0% 0% 1/1 100%

4 0% 0% 1/1 100% 1/1 100%

1/4 25% 1/5 20% 2/5 40% 4/6 67%

1 2/3 67% 2/3 67% 2/3 67% 3/3 100%

2 2/5 40% 2/5 40% 3/5 60% 4/5 80%

3 2/2 100% 3/3 100% 4/4 100% 4/4 100%

4 1/1 100% 0% 1/1 100% 1/1 100%

5 0% 0% 0% 0%

6 2/2 100% 2/2 100% 2/2 100% 2/2 100%

7 0% 0% 1/1 100% 1/1 100%

8 0% 0% 0% 0%

9 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100% 1/1 100%

10 2/2 100% 3/3 100% 3/3 100% 3/3 100%

11 1/3 33% 1/4 25% 1/4 25% 3/4 75%

12 1/3 33% 2/5 40% 4/6 67% 4/6 67%

14/25 56% 16/30 53% 22/32 69% 26/32 81%

16/38 42% 20/44 45% 26/46 57% 34/48 71%
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ŧ ǡ ǌǬǀ  

本圏域の特徴や課題、そして社会経済環境の動向を踏まえつつ、圏域を構成する市町の多様な個

性を活かす一方で、人口減少社会に対応し、地域の活力と住民サービスの維持、向上を図るために、

圏域の目指すべき方向性と圏域の将来像を以下のとおりとする。 

 

ŦÉ ╓ǡ ǌǬǀ  

ØǥǛ¤ǵǡƿ Ǳǽ ƵǨǿǾ ╓Ù 

本圏域は、岐阜市を中心として、県内の経済、文化、行政における中心的な役割を果たしてい

ることに加え、農産物や歴史、自然環境にも恵まれており、人々が集まり、にぎわう様々な機能

や拠点、資源が構成市町に存在する将来性と可能性ある地域である。また、GX（グリーン・トラ

ンスフォーメーション）、DX（デジタル・トランスフォーメーション）、スタートアップの推進に

よる新たな価値の創出は、圏域の産業の活性化に寄与することが期待される。 

そこで、人口減少社会にあっても、本圏域の地域資源を活用しつつ、経済活性化や関係人口・

交流人口の増加を目指すなど、経済的にも都市機能においても、活力あふれる圏域を形成してい

く。 

 

Ø Ʒ Ǟ ƵǾ סּ ǚ ǣǿǾ ╓Ù 

人口減少社会において、将来の担い手となる若い世代の定住は、圏域の持続性や発展の観点か

ら土台になるものと考えられ、子育てから教育、就労環境までを含めて、子どもを産み育てるこ

とができる良好な環境の重要性はさらに高まる。 

そこで、本圏域の良好な生活環境と合わせて、SDGsの理念のもと子育て・教育・就労環境など

を高め、ダイバーシティ＆インクルージョンの実現に向けて、子育てしやすく働きやすい、若い

世代に魅力ある持続可能で選ばれる圏域を形成していく。 

 

Ø  ↨ ǚ ǼǊǡ ƿ Ʒ ╓Ù 

住民に最も身近な行政において暮らしの満足度を高めることは、住民サービス向上の観点か

ら重要な施策となる。福祉や医療、健康への対応に加えて、人口減少時代における土地利用や道

路、公共交通、個々の地域づくりも非常に重要となる。さらには、三大河川に囲まれ水に恵まれ

た地域であるが故に、昨今の激甚化する水害や発生が懸念される大地震への対応が求められる。 

そこで、岐阜市と連携市町が様々な分野で連携協力しながら、デジタル田園都市国家構想の推

進などにより、総合的に圏域住民の生活満足度を高め、圏域の住民が、快適で安心して暮らせる

圏域を形成していく。 
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ŧÉ ╓ǡ  

人口減少・少子高齢社会にあっても、圏域を構成する各市町の資源や施策を活かしながら、圏域

として多様な地域の個性が輝き、圏域の住民の生活圏が重なり合う中で、住民生活の充足が図れ、

住み続けたいと思える岐阜連携都市圏の形成を目指していくため、圏域の将来像を以下のとおり

とする。 

 

 49 ǡ ǌǬǀ   

  

ǝ ╓ǡ ƿ ǀ  ǲ ǄǒǂǝǾ  

╓ǡ  

É ひと・ものが集まり活力あふれる圏域 

É 若い世代に魅力ある持続可能で選ばれる圏域 

É 快適、安心で暮らしの満足度が高い圏域 

╓ǡ ǌǬǀ  

ü SDGs（持続可能な開発目標） 

ü GX（グリーン・トランスフォーメーション） 

ü DX（デジタル・トランスフォーメーション） 

ü スタートアップ企業によるイノベーションのけん引 

ü 包摂社会の実現 

ü 多極化の推進 

ü 自然災害の激甚化・頻発化 

ǡ È ǊƷ É 

ü 行政機関等の集積 

ü 医療環境の充実 

╓ǡ ǝ  

ü 総合的な住環境の良さ 

╓ǡ  

ü 高等教育機関の集積 

ü 名古屋圏に近接 

ü 魅力ある産業の育成 

ü 農業のブランド力向上 

╓ǡ ǝ  

ü 地域公共交通の充実 

ü 災害への備え 

ü 観光の高付加価値化 

ü 若い世代の活躍 
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Ũ ╓ ǡ  

まち・ひと・しごと創生法（平成 26年法律第 136号）に基づく地方版総合戦略の策定にあたり、

圏域内の各構成市町が作成した人口ビジョンにおける将来人口見通しを合算した場合、令和 22 年

（2040年）の圏域人口は 59万 1 千人となり、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来

人口推計（平成 30年 3 月推計）」における令和 22年（2040年）の圏域人口 55万 8 千人に比べ、3

万 3 千人多い。 

各市町がまち・ひと・しごと創生総合戦略における施策と、本ビジョンにおける施策をともに推

進することで、圏域人口を令和 22年（2040年）に 59万 1 千人に食い止めることが期待される。 

 

 

出典：各市町人口ビジョン、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 50 ╓ ǡ  

 

※令和 2 年（2020年）の圏域推計人口（各市町人口ビジョン）には、令和 2 年国勢調査結果を使用 

※岐阜市の推計人口は、岐阜市人口ビジョン（② 社会動態を 0 と仮定し、国・県人口ビジョンの合計特殊出生率

仮定値（2030年：1.8、2040年：2.07）に準じた場合）を基に岐阜市が再推計 
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ũ  Ǟ ǘǀ ǌǾ  

Ŧ  
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Ǟ ǅǾ ȅ Ǿ ǡ  

1. ╗ Ǜǝǖǒ ǡ  2. Ǧ ǡ  

産学金官民が一体となった協議の場の設置等、
圏域全体の経済成長に向けた推進体制の整備に
取り組む。 

産学官や異業種が交流する場の提供等を通じ
た新規創業促進や地域の中堅企業等を核とし
た産業の振興及び人材の確保に取り組む。 

3. ╓ ȅ Ǌǒ ╓ ǡ  

地域資源の活用による商品及びサービスの開
発、販路拡大、地域ブランド育成等、地域経済
の裾野拡大に取り組む。 

4. ȅ Ǌǒ ¤  נּ

圏域の観光資源を活用した魅力向上と情報発
信により、圏域への誘客拡大及び交流人口増
加に取り組む。 

1. ǝ═ ȞºȼȢǡ  

広域的な医療体制や安定的に医療を提供でき
る体制の構築及び医療の質の向上等に取り組
む。 

2. ǝ ǡ ¤ ╓ ǡ  

圏域内外へのアクセス拠点等、高度な中心拠
点整備及び広域的公共交通の構築に取り組
む。 

3. ╔¤ ǡ  

圏域を担う人材の育成、専門的な知識を持つ
人材の招へい等、高等教育及び研究開発の環
境整備に向けて取り組む。 

1. ¤ ╓═ ǡ  

圏域住民の健康寿命の延伸につながる取組、
医療需要に対応した体制の確保等、地域医療
の充実に向けて取り組む。 

2. ¤ ǡ  

子育て環境の充実、高齢者の介護対策等、福
祉の向上に取り組む。 

3. ╔¤ ȢɆºȭǡ¤טּ ¤  

学校教育及び社会教育環境の整備やこれらに
関する公共施設の活用等、教育、文化及びス
ポーツの振興に取り組む。 

4.  

圏域全体の土地利用のあり方を検討し、地域
特性を活かした都市空間の形成に向けて取り
組む。 

5. ╓  

圏域住民の暮らしの充実に向けて、地域のに
ぎわい創出や市民活動支援及び雇用機会の確
保等、地域振興に取り組む。 

6. ǡ  טּ

圏域における災害対策の推進、減災及び防災
体制の充実等、防災に関する連携体制の構築
及び強化に取り組む。 

7. ¤ ǡ ¤  

圏域の環境及び生物多様性の保全の推進や循
環型社会の形成に向けて取り組む。 

8. ╓ ǡ  

圏域住民の移動手段の確保及び利便性向上に
向けて、地域公共交通の維持等に取り組む。 

9. ǡ ȍɜȾɒǷžŸƉȍɜȾɒǡ ¤┐  

広域的な地域の連携を促す道路ネットワーク
の形成やＩＣＴインフラを活用できる環境づ
くりに向けて取り組む。 

10. ╓ǡ Ƿ ǡ ǞǻǾ  

生産者と消費者との連携を促進し、圏域にお
ける地産地消や地域経済の循環に向けて取り
組む。 

11. ╓ ǡ Ǜǡ ¤┌  

地域間の相互理解を深める取組やＩＪＵター
ンの促進等、地域内外の住民との交流や移住
及び定住促進に取り組む。 

12. ╓ɇȶȡɊɜȱ ǡ  טּ

人事交流、外部からの人材を活用した合同職
員研修等、圏域市町職員間の連携強化及び圏
域市町職員の能力向上に取り組む。 
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È É 

1- 1 岐阜連携都市圏ビジョン懇談会の運営  

2- 1 岐阜地域産学官連携交流会 2- 2 圏域企業等就職合同説明会 

2- 3 ビジネスチャレンジ支援事業の広域展開 2- 4 ぎふしスタートアップ支援事業の広域展開 

3- 1 「ぎふベジ」ブランド化の共同プロモーション  

4- 1 観光イベントの相互 PR 4- 2 観光フェア共同開催 

4- 3 JR岐阜駅観光案内所での PR  
 

1- 1 二次救急医療体制の確保  

2- 1 市街地再開発事業の促進 2- 2 岐阜駅側連立附帯事業 

（名鉄名古屋本線鉄道高架化事業） 
2- 3 庁舎跡活用事業 

3- 1 岐阜地域産学官連携交流会【再掲】  
 

1- 1 健康づくり事業の広域展開 1- 2 広域的ながんに関する普及啓発 

1- 3 小児一次救急体制の確保 1- 4 二次救急医療体制の確保【再掲】 

1- 5 医療機能の連携  

2- 1 子どもホッとカード事業 2- 2 子育て支援事業の共有・発信 

2- 3 保育所の広域入所 2- 4 病児・病後児保育の相互連携 

2- 5 保育士合同研修事業 2- 6 基幹相談支援事業の共同実施 

3- 1 GIGAスクール構想の一層の推進 3- 2 教科書カリキュラムの合同作成 

3- 3 生徒指導における情報共有体制構築 3- 4 岐阜スゥープスとの連携 

4- 1 圏域の都市計画の推進  

5- 1 NPO等支援の広域化  

6- 1 自主防災組織の活性化 6- 2 消防業務の広域化 

7- 1 脱炭素・GX施策に関する情報共有  

8- 1 地域に適した市(町)民協働型の公共交通の形成  

9- 1 広域的道路網の整備促進  

10- 1 「ぎふベジ」ブランド化の共同プロモーション【再掲】 

10- 2 「ぎふ～ど」認定の広域化 10- 3 学校給食での地産地消 

11- 1 「ココカラ」での情報発信の連携 11- 2 広報における情報発信の連携 

11- 3 TV放映を活用した連携型の圏域 PR 11- 4 ふるさと納税の共通返礼品事業 

11- 5 公園・緑地等を活用した圏域間ネットワークづくり 

12- 1 SDGsの推進 12- 2 職員相互派遣 

12- 3 職員研修 12- 4 教員研修 

12- 5 特別支援教育の充実 12- 6 航空写真共同撮影 

12- 7 DX施策に関する情報共有  
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ŧ  

本ビジョンの策定・改定及び推進にあたっては、圏域内の有識者や関係者で構成する「岐阜連携

都市圏ビジョン懇談会」からの意見等を参考に、圏域の 8 市町の首長等で構成する「岐阜連携都市

圏推進会議」において協議を実施する。 

また、本ビジョンに掲載する具体的取組（連携事業）の推進にあたっては、構成市町の企画系担

当課長で構成する「連携担当課長会議」や 7 つの政策分野ごとに設置する「分野連携会議」、分野

連携会議を設置しない個別事案を担当する「個別調整会議」において連携事業の協議、調整を実施

する。 
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ӡ ¤  
Ӣ  

 
ӡ ¤ ƿƷ  
Ӣ ǜǵ¤ ╔Ǚ 
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È ȅ Ǌǝ

Ʒ ∏ǡ É 

 
ȼȡɐɜ  
È ¤ É 

 関係者の意見を 

幅広く聴取 

ビジョンに対する意見 

 ビジョンの策定、改定など 

重要事項に関する協議 

 推進会議の運営上において 

必要な事項を審議 

 ビジョンに掲載する 

連携事業の協議、調整 

 個別事案の 

協議、調整 

 7 つの政策分野ごとの 

連携事業の協議、調整 
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Ũ Ǧ לּ È KPIÉ 

本ビジョンでは、連携中枢都市圏の 3 つの役割（ア 圏域全体の経済成長のけん引、イ 高次の都市

機能の集積・強化、ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上）ごとに基本目標を設定する。 

また、岐阜連携都市圏の目指すべき将来像を実現するため、連携協約に掲げる連携を図る取組の内

容ごとに重要業績評価指標（施策 KPI）を設定する。 
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※事業費欄には、構成市町の事業費の合計額を記載しています。 

※事業費は、本ビジョン策定時の見込額であり、今後の状況に対応して適宜見直しを行う予定です。 

※事業費のうち、現時点で算出が困難なものは「   」、現時点で事業費が想定されないものは「－」

で記載しています。 

※各事業の重要業績評価指標（事業 KPI）は、事業の進捗状況を確認するため、主に各連携事業の活動

量や実績等を指標として設定しており、特に注記がない限り、基準値は令和 4 年度（2022年度）、目

標値は令和 9 年度（2027年度）の値としています。  
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※34 環境省が「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」に基づ

き算出した推計。各市町の推計値とは異なる場合がある 
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出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 
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出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 
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出典：国勢調査（総務省） 

 54 ╓ ǇǛǡ Ô ȜɄºȱÕ 

※平成 27年（2010年）から令和 2 年（2020年）までの総人口に対する増減率 

  

-0.40%

-0.30%

-0.20%

-0.10%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.40%

-0.30%

-0.20%

-0.10%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.70%

-0.50%

-0.30%

-0.10%

0.10%

0.30%

0.50%

0.70%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.40%

-0.30%

-0.20%

-0.10%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.60%

-0.40%

-0.20%

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.60%

-0.40%

-0.20%

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.40%

-0.30%

-0.20%

-0.10%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8

-0.40%

-0.30%

-0.20%

-0.10%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

1
0

1
2

1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
6

2
8

3
0

3
2

3
4

3
6

3
8

4
0

4
2

4
4

4
6

4
8

5
0

5
2

5
4

5
6

5
8

6
0

6
2

6
4

6
6

6
8

7
0

7
2

7
4

7
6

7
8



  

94 

Ô ŧ  Ŧ ŧÉӤ ǡ ┌ ӥ ǡ ┌Õ  

 

 20 ╓ ǡ ǡ ┌ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県人口動態統計調査    

 

出典：岐阜県衛生年報、岐阜県人口動態統計調査結果から岐阜市が集計  

 55 ╓ǡ ǡ ┌ 
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出典：岐阜県人口動態統計調査 
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出典：令和元年度岐阜県市町村民経済計算結果  
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出典：平成 28 年経済センサス活動調査（総務省、経済産業省） 
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出典：平成 28 年経済センサス活動調査（総務省、経済産業省） 
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出典：事業所・企業統計調査（総務省）、経済センサス調査（総務省、経済産業省） 

 56 ╓ ǡ  
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出典：工業統計調査（岐阜県）  
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出典：商業統計調査・経済センサス（総務省、経済産業省）、商業統計調査（岐阜県）  

 58 ╓ ǡ Èּב Ǧ É  
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出典：生産農業所得統計、市町村別農業産出額（農林水産省）  

 59 ╓ ǡ ǡ ┌ 

 

 

出典：岐阜県観光入込客統計調査  
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【岐阜市】                 【羽島市】 

  

【山県市】                 【瑞穂市】 

  

【本巣市】                  【岐南町】 

  

【笠松町】                 【北方町】 

  

出典：RESAS（内閣官房）、地域産業連関表（環境省）  

 61 ╓ ǡ ╓  
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